別紙１　松戸市地域包括支援センター運営業務委託　仕様書

Ⅰ　業務内容等

１．業務内容
（１）　業務内容の項目
①包括的支援事業
ア　総合相談支援業務
イ　権利擁護業務
ウ　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
エ　地域ケア会議関係業務
オ　在宅医療・介護連携推進業務
カ　認知症総合支援業務
キ　生活支援体制整備業務
ク　介護予防ケアマネジメント業務
　　②松戸市指定事業
ア　多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築業務
イ　介護予防普及啓発業務
ウ　市パートナー講座及び介護者のつどいの開催
エ　申請代行業務
オ　担当地域内の地域密着型（介護予防）サービス事業所が主催する運営推進会議又は介護・医療連携推進会議への出席
カ　センター長会議、合同連絡会等の会議及びその他各種研修会への出席
キ　介護予防・日常生活支援総合事業推進業務
ク　令和５年度以降の継続的、安定的なセンター運営に必要な業務

　　③指定介護予防支援事業
①・②の委託業務とは別に、センターに併設して、指定介護予防支援事業所（法第115条の22）を設置し、指定介護予防支援事業（予防給付のケアマネジメント）を実施する。
　　④その他
　　　ア　市の介護保険・高齢者保健福祉行政の運営に当たって、市がセンターにおいて実施する必要があるものと判断する業務
　　　イ　国の制度改正等に伴い、センターにおいて実施する必要が生じた業務
　（２）　業務内容の詳細
　　　　　業務内容の詳細については、本仕様書のとおりとする。なお、本仕様書は令和４年度の委託仕様書に基づいたものであり、令和５年度の委託仕様書については、本仕様書の内容から変更があり得る

２．人員体制
⑴　３職種職員の配置

①　専門職の職種

センターには、次のアからウまでの職種（以下「３職種」という。）の職員（以下「３職種職員」という。）を配置する。

　ア　保健師その他これに準ずる者（次のａ又はｂの者をいう。以下同じ。）

ａ　保健師

ｂ　地域ケア、地域保健等に関する経験及び高齢者に関する公衆衛生業務の経験年数が１年以上ある看護師

イ　社会福祉士その他これに準ずる者（次のａ又はｂの者をいう。以下同じ。）

ａ　社会福祉士

ｂ　福祉事務所の現業員等の業務経験が５年以上又は介護支援専門員の業務経験が３年以上あり、かつ、高齢者の保健福祉に関する相談援助業務に３年以上従事した経験を有する者

ウ　主任介護支援専門員その他これに準ずる者（次のａ又はｂの者をいう。以下同じ。）
ａ　主任介護支援専門員

ｂ　「ケアマネジメントリーダー活動等支援事業の実施及び推進について」（平成14年４月24日付け老発第0424003号厚生労働省老健局長通知）に基づくケアマネジメントリーダー研修を修了し、介護支援専門員としての実務経験を有し、かつ、介護支援専門員の相談対応や地域の介護支援専門員への支援等に関する知識及び能力を有している者

②　３職種職員の員数
    センターに配置する３職種職員の員数は、常勤専従で合計４人以上とし、職種ごとの具体的な配置数は、次の（ア）から（ウ）までのいずれかのパターンの配置数とすること。

　（ア）パターン１

    ａ　保健師その他これに準ずる者　常勤専従２人以上

    ｂ　社会福祉士その他これに準ずる者　常勤専従１人以上

    ｃ　主任介護支援専門員その他これに準ずる者　常勤専従１人以上

  （イ）パターン２

　  ａ　保健師その他これに準ずる者　常勤専従１人以上

    ｂ　社会福祉士その他これに準ずる者　常勤専従２人以上

    ｃ　主任介護支援専門員その他これに準ずる者　常勤専従１人以上

  （ウ）パターン３

    ａ　保健師その他これに準ずる者　常勤専従１人以上

    ｂ　社会福祉士その他これに準ずる者　常勤専従１人以上

    ｃ　主任介護支援専門員その他これに準ずる者　常勤専従２人以上

(2)　事務職員の配置

センターには、常勤専従の事務職員を２人以上配置する。なお、事務職員については、勤務日等で明確に業務時間が積算できる場合は、常勤換算でも可とする。常勤換算による配置とする場合は【勤務実績一覧表】を提出すること。
(3)　その他の事項

ア　センターの管理責任者を定めるものとする。なお、管理責任者は３職種職員が兼務することができる。

イ　３職種職員にあっては、今後、国・千葉県等が実施する地域包括支援センター従事者研修及び主任介護支援専門員研修等に参加すること。

ウ　(1)イ及び(2)に規定する人員配置基準の最小人数に該当する３職種職員及び事務職員が産前産後休暇・育児休暇又は３０日以上の病気休暇等を取得する場合は、速やかに代替職員を補充すること。

エ　窓口開設時間内においては、必ず、３職種職員及び事務職員のうちの１人以上の職員が事務室内に残り、相談業務等に対応できる体制を執ること。

オ　指定介護予防支援事業従事職員については、受託者が１名以上の必要数を配置することとする。

カ　配置する３職種職員及び事務職員は、原則、常勤専従の職員としており、指定介護予防支援事業を含む他の業務への兼務は認めない。ただし、次の（ア）又は（イ）の業務については、必要に応じて、指定介護予防支援事業との兼務を認める。

　（ア）「８　業務内容」の(1)ク（イ）に定める担当数の上限の範囲内において、介護予防ケアマネジメント業務で担当している介護予防・生活支援サービス事業対象者又は要支援者が介護予防支援の利用者となった場合に、当該利用者について介護予防支援におけるケアプランを作成すること。

（イ）介護予防支援のケアマネジメントを指定居宅介護支援事業者に委託した場合に、委託先からの計画書・評価表の点検作業を行うこと。

３．センターの設置場所について
(1)　圏域の特性・状況等を勘案して、市がセンターの設置場所を指定する場合は、市の指示に従って、センターの設置場所を定めること。

(2)　市が指定しない場合は以下のとおりとする。

ア　設置場所については、担当圏域の中心地や鉄道の駅、バスの停留所等の近隣にするなど利用者の利便性を確保すること。
イ　センターを２階以上に設置する場合は、エレベーターやエスカレーターを有する建物であること。
ウ　センターの事務室は、独立で設置することとし、併設する法人本体施設及びサービス提供部門等の事務室と共有することは認めない。
エ　運営に必要な相談室及び会議室を設けること。なお、相談室及び会議室については、必ずしも別の部屋である必要はなく、併設する法人本体施設及びサービス提供部門等と共用することは差し支えない。
オ　事務所を借り上げた場合、本契約締結時に建物賃貸借契約書の写しを提出すること。また、本契約中に変更が生じた場合は速やかに報告すること。
４．センターの設備について

　⑴　センターの場所が来所者に明確にわかるようセンターの看板及び案内板（名称は指定する）を1か所以上設置すること。
⑵　事務室には、机、椅子、施錠できる書類保管庫のほか、専用の固定電話・ＦＡＸ、パソコン（Word、Excel、セキュリティ機能を確保）、プリンターを設置するとともに、専用の電子メールアドレスを取得すること。なお、固定電話については包括的支援事業等および指定介護予防支援事業で別々の電話回線を設けること。
⑶　軽易な相談にも対応可能な受付カウンターを設置することが望ましい。
⑷　駐車場は，専用のスペースを確保することが望ましい。
⑸　受付カウンター及び外部からの出入口を写せる箇所に監視カメラを設置し、防犯体制を構築すること。
⑹　当該業務遂行に関連して必要な設備類は、受託予定法人の負担で設けることができる。
５．業務対応時間
⑴　窓口開設日　　月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（ 昭和23年法律第178号）に規定する休日及び12月29日から翌年の１月３日までは除く。）
⑵　窓口開設時間　　午前８時30分から午後５時まで
⑶　相談等の受付時間　　年間を通して24時間の対応が取れる体制を構築すること。窓口開設時間外におけるセンターへの電話は、設置法人（関連）施設へ自動転送されることを原則とする。

⑷　予約対応　　平日の来所相談などが困難である方に対応するため、事前の予約限定で、土曜日に面接相談対応（来所又は訪問）を行うこと。
６．法令等の遵守
介護保険法、地方自治法等関係法令を遵守すること
７．担当地域
　 当該業務の担当地域は、次に掲げる日常生活圏域（地区社会福祉協議会単位）とする。（詳細は下記　表１のとおり。）
表１　担当地域別　町字名等

	担当地域
	町字名等

	常盤平団地
	常盤平１丁目のうち駅上市街地住宅・常盤平２丁目のうち１街区・常盤平３丁目のうち３街区・中央市街地住宅・駅前市街地住宅・セントラルハイツ・常盤平４丁目のうちＥ街区・常盤平７丁目のうち２街区・けやき通り住宅


※担当地域を超えた業務については、他地域のセンターと連携を図りながら実施すること。
８　業務内容
業務内容の詳細については、令和４年度の委託仕様書に基づくものであり、令和５年度の委託仕様書については、本内容から変更があり得る。

(１)　包括的支援事業
ア　総合相談支援業務（介護保険法(平成９年法律第１２３号。以下「法」という。)第１１５条の４５第２項第１号）
（ア）地域におけるネットワークの構築
被保険者及びその家族等（以下「被保険者等」という。）からの相談を受け、被保険者等に対し適切な支援を行うため、保健・医療・福祉を始めとする様々な関係機関・関係者（介護サービス事業者、医療機関、高齢者支援連絡会、町会・自治会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ボランティア等）の会議・行事等へ積極的に出席し、地域における関係機関・関係者とのネットワークを構築すること。
（イ）被保険者等の実態把握
総合相談支援業務を適切に行うため、地域におけるネットワークを活用するほか、様々な社会資源との連携、被保険者等への戸別訪問、地域住民からの情報収集等により、被保険者等の実態を把握すること。
（ウ）総合相談支援
a　被保険者等及び（ア）のネットワーク等からの電話、面接、訪問等による保健・医療・福祉に関する各種の相談に対し、断らない相談窓口として、あらゆる相談をまずは受け止め、相談者に対する課題の整理及び的確な状況把握等を行い、必要に応じて適切な保健・医療・福祉・介護等のサービス又は制度に関する情報提供や関係機関の紹介等サービス調整も含め、専門的・継続的な視点で相談業務を行うこと。
b  相談に来た被保険者等に対しては、相談の目的や希望するサービスを聞き取るとともに、総合事業の趣旨と手続、要介護認定等の申請後の流れ、総合事業のサービス利用開始後も要介護認定等申請も可能であること等を説明し、利用すべきサービスの区分（一般介護予防事業、サービス事業及び給付）の案内を行うこと。
その際に、生活の困りごと等の相談をした被保険者（明らかに給付サービスが必要な場合やそれらを希望している場合又は、一般介護予防事業のみの利用を希望する場合を除く。）に対しては、基本チェックリスト等を実施すること。
c　相談内容の把握・分析を行い、解決困難な相談事例については、定期的に進捗管理を行うこと。相談を受けた中で、専門的・継続的な関与又は高齢者虐待の場合等緊急の対応が必要と判断した場合には、速やかに、市が指定する書面をもって市へ報告するとともに、事例に即した適切な対応をとること。
d　センターは、地域で開催される行事など様々な機会を活用し、被保険者等からの相談を受けるとともに、保健・福祉・医療に関するサービスや制度に関する普及啓発活動を行うこと。
e　被保険者等に対し、断らない相談窓口として、あらゆる相談をまずは受け止めること。こうした観点から、必要に応じて、障害者分野の関係機関など、高齢者以外の他分野とも連携して相談対応を行うこと。
（エ）地域の社会資源の把握・開発
高齢者支援等に関する介護保険外サービスなど、共生的な視点を持ち、地域の社会資源を把握・開発すること。
イ　権利擁護業務（法第１１５条の４５第２項第２号）
被保険者等に対し、日常生活自立支援事業、成年後見制度等の活用など、被保険者等の権利擁護に資する支援を行うこと。特に、高齢者虐待対応が必要と判断される場合には、松戸市高齢者虐待防止ネットワークとの連携を図りながら対応すること。
（ア）日常生活自立支援事業・成年後見制度の活用促進
　　　　判断能力が不充分なため、日常生活に支障がある被保険者等に対して、自立した地域生活が安心して送れるように福祉サービス等の利用に関する周知や支援を行うこと。
判断能力が低下し、日常生活に支障がある被保険者等に親族がいる場合で成年後見制度が必要と判断される場合、制度を説明し、本人若しくは親族からの申立てが行われるよう支援すること。
また、申立てを行える親族がないと思われる場合や、親族があっても申立てを行う意思がない場合で、成年後見制度の利用が必要と認められるときは、速やかに市に当該高齢者の状況等を報告し、市長申立てを視野に入れた支援を行うこと。
（イ）老人福祉施設等への措置支援
　　　　虐待等の場合で、高齢者を老人福祉施設等へ措置することが必要と判断した場合は、市に当該高齢者の状況等を報告し、措置の実施を求めること。
　　　　また、措置実施後も市と連携を図り当該高齢者の状況を把握し、できる限り速やかに、成年後見制度の利用など必要なサービス等の利用を支援すること。
（ウ）高齢者虐待への対応
　　　　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律第１２４号）第１７条に規定する事務の委託を受け、高齢者及び高齢者の養護者に対して、高齢者虐待に関する相談、指導、助言、通報及び届出の受理その他必要な措置等を行うこと及び、養護者支援の充実、若年層への虐待防止啓発の活動を進め、高齢者虐待の予防・早期発見・早期対応できる環境を整備すること。また、市と連携協力する者とその対応について協議（個別事例検討会の開催）するほか、市が開催する松戸市高齢者虐待防止ネットワーク会議等へ出席すること。なお、具体的な虐待への対応方法等については、「松戸市高齢者虐待防止マニュアル」に従うものとする。また、虐待を把握した場合には、速やかに市に状況等を報告し、必要に応じて市と連携し、適切かつ迅速な対応をとること。
（エ）支援が困難な事例への対応
　　　　高齢者やその家庭に重層的に課題が存在している場合、高齢者自身が支援を拒否している場合等の支援の困難事例を把握した場合には、センターの専門職種が相互に連携し、センター全体で対応すること。
（オ）消費者被害の防止
　　　　訪問販売等によるリフォーム業者等による消費者被害を未然に防止するため、松戸市消費生活センター（又は松戸市消費生活課）と定期的な情報交換を行うとともに、民生委員、介護支援専門員、訪問介護員等に必要な情報提供を行うこと。
（カ）講演会の実施
　　　　権利擁護業務に関して、市民を対象として高齢者虐待の防止や成年後見制度など権利擁護に関する講演会を開催すること。ただし、講師の謝礼金については、市が予算の範囲内で負担するものとする。
（キ）会議等への出席、助言
　　　　地域密着型サービス事業所が開催する運営推進会議への出席、助言を行うこと。必要に応じて身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会へ出席、助言を行うこと。
（ク）支援機関との連携
　　　　「松戸市虐待防止条例」に基づき、「虐待のない誰もが安心して暮らせるまち」の実現のため、高齢者分野・障害者分野・児童分野の支援機関と緊密な連携を図ることで、虐待防止を推進すること。
ウ　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（法第１１５条の４５第２項第３号）
（ア）包括的・継続的なケア体制の構築業務
在宅・施設を通じた地域における包括的・継続的なケアを実施するため、医療機関を含めた関係機関との連携体制を構築し、介護支援専門員と関係機関の間の連携を支援すること。また、介護支援専門員が地域における健康づくりや交流促進のためのサークル活動、老人クラブ活動、ボランティア活動など介護保険サービス以外の地域における様々な社会資源を活用できるよう、地域の連携・協力体制のネットワークを整備すること。
（イ）介護支援専門員への日常的個別指導・相談など
介護支援専門員に対する相談窓口を設置するとともに、専門的な見地からケアプラン作成に伴う日常的個別指導・助言を効果的に行うこと。
また、介護支援専門員の資質の向上を図る観点から、市及び総合相談業務で構築した関係機関と連携の上、事例検討会・研修会を開催するとともに、制度や施策に関する情報提供等を行うこと。
（ウ）支援困難事例等への指導・助言業務
　介護支援専門員が抱える支援困難事例について、適宜、センターの各専門職種や地域の関係者及び関係機関と連携の上、具体的な支援方針を検討し、同行訪問やサービス担当者会議への出席等を通じて、個別指導・助言等を効果的に行うこと。
エ　地域ケア会議関係業務
（ア）個別事例の課題解決と地域課題の把握
日常生活圏域ごとに、①地域包括ケア推進会議を年２回、②自立支援型地域個別ケア会議を当番制で、③地域個別ケア会議を年４回～６回開催し、支援困難な事例等の個別事例等の課題を解決するとともに、地域の課題を把握すること。なお、会議は、地域の実情に応じて地域包括支援センターを担当する課と協議し関係機関団体と連携して開催するとともに、地域の関係機関等の意見を聴取して事例やテーマの選定等を行うこと。また、地域個別ケア会議及び自立支援型地域個別ケア会議については、地域におけるより多くの介護支援専門員等が会議を通じた支援を受けられるよう運営を行うこと。
　　　　　　※①②③の開催回数や方法については地域の実情に合わせ、効果的な実施となるよう市と協議を行うことができる。
（イ）三層構造の地域ケア会議の連携を通じた地域課題の解決
地域個別ケア会議及び自立支援型地域個別ケア会議で抽出された地域課題を地域包括ケア推進会議の議論を通じて解決すること、市の定める方法に従って地域の課題を市に報告する。また、市の地域ケア会議における議論の内容（市に報告した地域課題について決定された対応方針、他の圏域から抽出された課題も含めた市レベルの課題と対応方針など）を地域個別ケア会議や地域包括ケア推進会議で報告するなど、三層構造の地域ケア会議の連携や生活支援体制整備業務等と連動させながら、地域課題の解決を図ること。
（ウ）地域ケア会議運営に当たっての留意点
地域ケア会議の運営に当たっては、適宜、「松戸市地域ケア会議運営マニュアル」を参考にすること。
オ  在宅医療・介護連携推進業務
（ア）在宅医療・介護連携支援センターや地域サポート医との連携による医療的課題への対応
在宅医療・介護連携支援センターや地域サポート医と連携し、総合相談支援業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務、地域ケア会議関係業務等を通じて把握した医療的な課題が存在する困難事例等への対応を推進すること。
（イ）医療関係者とのネットワーク構築・医療連携に基づく事例対応
医療関係者と合同の事例検討会・講演会・勉強会等への積極的な参加等を通じて、医療関係者とのネットワークを構築するとともに、在宅医療・介護連携支援センターや在宅医療を行う医療機関等と連携した事例対応を推進すること。
（ウ） 松戸市医療・介護連携地域ＩＣＴシステムの活用
他の医療・介護関係機関と情報共有を図り、効果的・効率的な医療と介護の連携を推進することを目的に、一般社団法人　松戸市医師会と乙の間で松戸市医療・介護連携地域ＩＣＴシステムに係る協定を締結し、同医師会が管理及び運営する松戸市医療・介護連携地域ＩＣＴシステム（多職種連携情報共有システム「バイタルリンク」）（以下「地域ＩＣＴシステム」という。）を地域包括支援センターにおいて使用することができる体制を整えること。
地域ＩＣＴシステムに係る個人情報を適切に取り扱うため、２（３）アに定めるセンターの管理責任者を地域ＩＣＴシステムに係る取扱責任者とし、利用等に関する教育・指導等を行うと共に、関係法令、ガイドライン等に従って研修を行い、市に報告すること。また、地域ＩＣＴシステムを使用して被保険者等の情報を共有する際は、当該被保険者等からの同意を得ること。その他、協定書の内容に基づき、適切に地域ＩＣＴシステムを使用すること。
カ　認知症総合支援業務
（ア）認知症初期集中支援の推進
認知症初期集中支援チームの運営により、総合相談支援業務、包括的・継続的ケアマネジメント支援業務、地域ケア会議関係業務等を通じて把握した認知症の早期診断・早期対応が必要な個別事例への対応を推進すること。なお、認知症初期集中支援に関する業務については、市が作成した「松戸市認知症初期集中支援チーム（オレンジサポートチーム）事業実施マニュアル」に従って実施すること。
（イ）認知症の早期把握・ケアマネジメントの推進
認知症予防を推進するとともに、地域課題の解決を図るため、医療・介護連携に基づく認知症の早期把握・ケアマネジメントを推進すること。なお、認知症の早期把握・ケアマネジメントの推進に関する業務については市が作成した「松戸市軽度認知症・ケアマネジメント事業業務実施マニュアル」に従って実施すること。
（ウ）認知症地域支援・ケア向上の推進
認知症地域支援推進員は、チームオレンジコーディネーターとしてオレンジ協力員と協力した実践活動を推進する。認知症ケアパスの作成協力・普及啓発や、認知症コーディネーター、オレンジ協力員等の地域人材と連携した活動を通じて、認知症ケアの向上を図るための取組を推進する。
（エ）認知症徘徊高齢者の早期対応支援の強化
　　　　　  　警察署から受理した「認知症高齢者に係る情報提供書」をもとに徘徊高齢者等の情報を早期に把握する。その後、対象者に認知症の症状や生活状況等に応じたサービス利用、見守り等の支援調整を行う。その他、支援者からの相談に応じ、高齢者の見守りシール等の利用を進める等、徘徊時の早期発見に努める。
　　 　（オ）認知症への理解の推進
認知症の理解を深めるため、関係機関及び地域住民に対し、講演会や研修会の機会を通して普及啓発を推進すること。
（カ）認知症の方の社会参加や本人による発信の支援
　 認知症の方や介護者が参加可能な通いの場等の充実や認知症の方の社会参加を支援するとともに、本人や家族の視点を重視した事業を展開すること。また、本人発信の機会を設けるよう努めること。
· 　認知症初期集中支援チーム運営業務及び認知症の早期把握・ケアマネジメント業務については、別途、委託契約を締結した上で、認知症総合支援事業において費用を支払う。
キ　生活支援体制整備業務
（ア）第１層の生活支援コーディネーター（生活支援体制整備事業を担当する課に配置）や第２層の生活支援コーディネーターと連携を図りながら、地域共生の視点を踏まえ、不足する生活支援・介護予防サービスの開発など生活支援体制の整備を推進すること。
（イ）「地域住民との協議・活躍の場」や高齢者支援連絡会などの住民主体の取組みと連携しながら、地域包括ケア推進会議において、協議体に係る議論を行うことで、地域の実情に応じた生活支援体制の整備を推進すること。
ク　介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）業務（法第１１５条の４５第1項第1号ニ）
介護予防・生活支援サービス事業対象者及び要支援者に対して、介護予防及び日常生活支援を目的として、ケアマネジメントを実施すること。
なお、介護予防ケアマネジメント業務については、合理的に必要な範囲内で、居宅介護支援事業者へ業務の一部を委託できるものとする。居宅介護支援事業者に業務の一部を委託する場合は、公正かつ中立性を確保した上で委託を適正に行うこと。
（ア）実施手順
介護予防ケアマネジメント業務は、介護予防ケアマネジメントの類型ごとに、松戸市介護予防ケアマネジメント実施要綱に基づき実施すること。
介護予防ケアマネジメント業務の実施に当たっては、自立支援に向けたケアマネジメントを行い、予防給付相当サービスに加え、短期集中予防サービスや高齢者就業主体のサービスなどの多様なサービスの活用を推進すること。
また、一連のサイクル終了後、モニタリングにより業務の評価を行い、次の課題分析につなげるとともに、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等多職種が相互に連携しながらケアマネジメントを実施するものとすること。
（イ）担当数の上限
「２　人員体制」の(1)②に規定する人員配置基準の最小人数に該当する３職種職員の介護予防ケアマネジメントの実施件数の総数は、その配置人数におおむね４８件を乗じた数を上限とすること。なお、必要に応じて指定介護予防支援事業の業務を兼務して介護予防支援のケアプランを作成した時は、その数も含むものとすること。
（ウ）業務量の平準化
地域包括支援センター業務の運営全般の安定性を確保する観点から、地域包括支援センターの専門職と介護予防支援業務の担当者の密接な連携を図り、業務量の平準化に努めること。
（エ）業務の実施方法と契約
包括的支援事業ではない要支援者に係る介護予防ケアマネジメント業務の実施もセンターに委託することにより、センターにおいて、介護予防・生活支援サービス事業対象者及び要支援者に係る介護予防ケアマネジメント業務を一体的に行うこと。介護予防ケアマネジメント業務に要する費用については、全て介護予防・日常生活支援総合事業として一体的に賄われることとされていることから、介護予防ケアマネジメント業務に関する委託契約を別途締結する。
(２)　松戸市指定事業
ア　多職種協働による地域包括支援ネットワークの構築業務
（ア）包括的支援事業を効果的に実施するため、地域の介護サービス事業者、医療機関、高齢者支援連絡会、町会・自治会、民生委員・児童委員、社会福祉協議会、ボランティアの各組織との連携等による支援体制を構築すること。
（イ）高齢者支援連絡会への助言・支援等を行うと共に、ボランティアの人材育成等による支援体制を構築すること。
イ　介護予防普及啓発業務
（ア）各種保健福祉サービス及び介護サービスの存在、利用方法等に関する情報の提供及びその積極的な利用についての啓発
（イ）地域の町会、老人会等の高齢者が集まる機会に積極的に参加し、高齢者の生活支援に関わる制度や情報、在宅介護等に関する情報の提供及び利用や介護予防についての啓発
（ウ）認知症予防教室の開催
（エ）介護予防のための教室（体操教室等）の開催
※１　介護予防普及啓発業務については、他地域包括支援センターとの共同開催も可とする。
※２　介護予防普及啓発業務については、別途、委託契約を締結した上で、介護予防・日常生活支援総合事業（一般介護予防事業）において費用を支払う。
　　　ウ　市パートナー講座及び介護者のつどいの開催
　　　　（ア）市パートナー講座（認知症サポーター養成講座等）を開催し（年間３回以上）、幅広い年代に対して介護や福祉、認知症等についての情報を正しく伝えるとともに、地域包括支援センターの周知活動を行うこと。
　　　　（イ）介護者のつどいを開催し（他地域包括支援センターとの共同開催も可とする。）、介護者同士が交流を深め、相談しあう仲間作りや情報交換、ピアカウンセリング等の機能を持たせることで、介護者が適切な介護が出来るように支援をすること。
エ　申請代行業務
（ア）要援護高齢者等又はその家族等の保健福祉サービス等の利用申請手続きの受付、申請代行等の便宜を図るなど、利用者の立場に立って保健福祉サービスの適用の調整及び訪問調査を行うこと。
（イ）介護保険住宅改修に関する必要な助言を行うとともに、理由書の作成を行うこと。
オ　担当地域内の地域密着型（介護予防）サービス事業所が主催する運営推進会議又は介護・医療連携推進会議等への出席
次に掲げる事業所が行う運営推進会議又は介護・医療連携推進会議に出席し、必要な助言等を行うこと。
（ア）定期巡回・随時対応型訪問介護看護
（イ）地域密着型通所介護
（ウ）療養通所介護
（エ）（介護予防）認知症対応型通所介護
（オ）（介護予防）小規模多機能型居宅介護
（カ）（介護予防）認知症対応型共同生活介護
（キ）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
（ク）看護小規模多機能型居宅介護
カ　センター長会議、専門職部会、その他各種研修会へ出席するとともに、それらを通じて市と緊密な連携を図ること。
キ　介護予防・日常生活支援総合事業推進業務
市の指示に基づき事業の推進を行うこと。
ク　令和５年度以降の継続的・安定的なセンター運営に必要な業務
　　令和５年度以降、センターを継続的・安定的に運営できるよう、研修・広報・体制構築など、市への協力を行うこと。
(３)　指定介護予防支援事業（法第８条の２第１６項）
センターに併設して、指定介護予防支援事業所（法第１１５条の２２）を設置し、指定介護予防支援事業（予防給付のマネジメント）を実施すること。
ア　指定介護予防支援事業については、松戸市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（令和３年松戸市条例第１１号）を遵守し、介護保険における要支援者一人ひとりに必要なサービスが、公正・中立に提供されるよう努めること。
イ　指定介護予防支援事業の実施に当たっては、自立支援に向けたケアマネジメントを行い、予防給付及び予防給付相当サービスに加え、短期集中予防サービスや高齢者就業主体のサービスなどの多様なサービスの活用を推進すること。
ウ　松戸市医療・介護連携地域ＩＣＴシステムの活用
他の医療・介護関係機関と情報共有を図り、効果的・効率的な医療と介護の連携を推進することを目的に、地域ＩＣＴシステムを指定介護予防支援事業において使用することができる体制を整えること。
地域ＩＣＴシステムに係る個人情報を適切に取り扱うため、関係法令、ガイドライン等に従って研修を行い、市に報告すること。また、地域ＩＣＴシステムを使用して被保険者等の情報を共有する際は、当該被保険者等からの同意を得ること。その他、協定書の内容に基づき、適切に地域ＩＣＴシステムを使用すること。
エ　指定介護予防支援事業の管理者が１人で配置され、担当職員を兼ねていても、管理業務に支障がない場合は、地域包括支援センターの介護予防ケアマネジメント業務に従事（兼務）できるものとすること。
オ　業務の一部を委託する場合は、公正・中立を確保し、千葉県知事が実施する介護予防支援に関する研修を受講する等必要な知識及び能力を有する介護支援専門員が従事する指定居宅介護支援事業者とすること。また、適切な業務を実施するために、委託事業者を対象とした研修会を開催すること。
カ　委託を行った場合は、サービス計画作成のためのアセスメント業務が適正に行われているか、評価が適切に実施されているか、責任をもって確認を行い、今後の指定介護予防支援の方針等を決定すること。
キ　地域包括支援センター業務の運営全般の安定性を確保する観点から、地域包括支援センターの専門職と介護予防支援業務の担当者の密接な連携を図り、業務量の平準化に努めること。
※　指定介護予防支援事業に要する費用は、介護報酬によって支払われる。
９　従事職員の責務
(1)　従事職員は、本事業の実施に当たって、別記「個人情報取扱特記事項」を遵守するとともに、利用者及び利用世帯のプライバシーの尊重に万全を期するものとし、正当な理由なく、その業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
(2)　従事職員は、本事業の果たすべき役割の重要性を鑑み、各種研修会及び異職種との交流等あらゆる機会を捉え、個別サービス計画の作成及びソーシャルワーク等の技術等に関し自己研鑽に努めること。
１０　委託料等
(1)　委託料（地域包括支援センター運営業務、地域ケア会議運営業務）、委託料（認知症初期集中支援チーム運営業務）、委託料（認知症の早期把握・ケアマネジメント業務）、委託料（介護予防普及啓発業務）、委託料（介護予防ケアマネジメント業務）及び介護報酬（指定介護予防支援）は、それぞれ明確に区分して経理を行い、経理に関する帳簿等必要な書類を整備すること。
(2)　委託料（地域包括支援センター運営業務及びケア会議運営業務）については、事業費の決算額をもって精算するものとする。ただし、契約金額を上回る精算は行わないものとする。
(3)　「２　人員体制」の（１）②又は(2)に規定する人員体制を満たさなかった場合は、その期間に応じて、委託料の減額精算を行うものとする。この場合において、減額精算の金額は、３職種職員１人につき５，８７９，０００円、事務職員１人につき２，４８０，０００円を基準とし、１か月を超えた場合に日割で算出される額とする。
(4)　(3)後段の規定にかかわらず、「２　人員体制」の(1)②に規定する人員体制を満たさなかった場合であって、次のア及びイのいずれの条件にも該当する人員配置を行った場合においては、この両条件を満たす人員配置分に係る委託料の減額精算の金額は、(3)後段で算出される減額精算の金額の３割の金額とする.
ア　３職種職員を各職種１人以上配置していること。
　イ　次の（ア）又は（イ）の人員配置を行っていること。
　　（ア）３職種のうちの１職種について、他の職種である常勤専従の３職種職員を代替配置していること。
　　（イ）３職種のうちの１職種について、当該職種である常勤専従ではない３職種職員を代替配置していること（勤務日等で明確に業務時間が積算できる場合に限る。人員配置数の算出は常勤換算方法による。）。
 (5)　業務内容等に応じて３職種職員等の人件費相当分の経費を複数の委託料等を通じて支払っているため、これらの総額を勘案して、従事職員の処遇改善に努めること。
１１　委託業務実施上の留意点
(1)　受託者は、職員の資質の向上を図るため、定期的に研修の機会を設けるなど必要な取組を図るものとする。
(2)　本業務の実施に当たっては、最新の「地域支援事業実施要綱（厚生労働省老健局長通知）」、最新の「重層的支援体制整備事業実施要綱」長寿社会開発センター作成「地域包括支援センター業務マニュアル」、松戸市作成「地域包括支援センター業務マニュアル」その他松戸市が指定するマニュアルを遵守して実施するものとする。
(3)　各地域包括支援センターの情報等を一括に閲覧等ができるよう、カナミックのＩＤを取得し、アカウント及び使用端末に関する情報等を提供すること。
(4)　介護保険にかかる申請書類を市に提出する場合や利用者を訪問する際に、地域包括支援センターの職員であることがわかるように、職員に名札を着用させること。
(5)　想定される業務中の事故に対して、損害賠償責任保険に加入すること。
(6)　業務遂行している中で、法的観点からアドバイスが必要となった場合は、市が定める方法により、市が準備する地域包括ケアシステム構築支援アドバイザー及び地域包括ケアシステム推進活動を活用すること。
(7)　個人情報を破棄する場合は、匿名化若しくは適切な廃棄物処理業者に委託すること。
(8)　苦情窓口を設けた上で、その周知を図ること。あわせて、センターに苦情等が寄せられた場合は、その内容や対応方法を記録した上で市に報告するとともに、必要な業務改善につなげること。
(9)　センターは、市（基幹型地域包括支援センターを含む。）が定める方法により、事業についての評価を自ら行うとともに、この自己評価結果と、松戸市介護保険運営協議会における事業についての点検・評価結果を踏まえて、必要な業務改善を行うこと。
(10)　センターは、委託業務に関して作成又は取得した文書を、委託期間の終了日の属する年度の翌年度の初日から起算して５年間保存すること。
(11)　日常的な情報交換や各種教室運営等、業務の効率化を図るために、積極的にＩＣＴを活用すること。
(12)　新型コロナウイルス感染症等に対する業務の取組みとして、感染症対策やオンラインの活用等を行うなどして、新しい生活様式を踏まえた業務を行うこと。
１２　提出書類等
 (1)　業務開始時（年度当初）
ア　年間事業計画
イ　科目別収支予算書
ウ　管理責任者選任通知書
エ　担当業務職員選任通知書及び担当業務職員の免許証・登録証等の写し
オ　夜間・緊急時連絡体制届出書
カ　建物賃貸借契約書の写し（事務所を借り上げた場合のみ提出）
キ　委任状（必要に応じて提出）
ク　使用印鑑届（必要に応じて提出）
 (2)　業務終了時
ア　業務実施月（各月ごと）
（ア）月別実績報告書（翌月15日までに提出）
イ　業務完了時（年度末）
（ア）年間事業実績報告書
（イ）精算書
（ウ）人員体制状況報告書
（エ）科目別収支決算報告書
（オ）勤務実績一覧表（必要に応じて提出）
(3)　年間事業評価
ア　事業評価様式（１年間分の事業評価を指定する期日までに提出すること）
　　　※事業評価の公表は、松戸市介護保険運営協議会の議を経て決定されるものとする。
資料１　地区別基礎データ
１．総合相談件数等について　（地域包括支援センター毎）
	地区
	区分
	介護予防ケアマネジメント
	介護予防支援

	
	
	包括の
ケアプラン作成数
	委託事業者の
ケアプラン作成数
	計
	包括の
ケアプラン作成数
	委託事業者の
ケアプラン作成数
	計

	1
	本庁地区
	410件
	597件
	1,007件
	258件
	482件
	740件

	2
	明第１地区
	1,382件
	1,474件
	2,856件
	661件
	1,286件
	1,947件

	3
	明第２東地区
	808件
	384件
	1,192件
	605件
	329件
	934件

	4
	明第２西地区
	589件
	786件
	1,375件
	351件
	730件
	1,081件

	5
	矢切地区
	503件
	517件
	1,020件
	232件
	455件
	687件

	6
	東部地区
	779件
	866件
	1,645件
	541件
	941件
	1,482件

	7
	馬橋地区
	440件
	1,051件
	1,491件
	329件
	1,114件
	1,443件

	8
	常盤平地区
	1,388件
	1,960件
	3,348件
	668件
	1,732件
	2,400件

	9
	五香松飛台地区
	638件
	1,137件
	1,775件
	439件
	1,057件
	1,496件

	10
	六実六高台地区
	799件
	436件
	1,235件
	440件
	446件
	886件

	11
	常盤平団地地区
	405件
	927件
	1,332件
	115件
	689件
	804件

	12
	小金地区
	623件
	1,251件
	1,874件
	399件
	1,254件
	1,653件

	13
	小金原地区
	196件
	1,243件
	1,439件
	332件
	2,021件
	2,353件

	14
	新松戸地区
	880件
	1,093件
	1,973件
	622件
	799件
	1,421件

	15
	馬橋西地区
	344件
	565件
	909件
	249件
	469件
	718件
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